＊ 太線の中のみ記入してください ＊

	立入調査実施年月日

	平成　　　年　　　月　　　日


有料老人ホーム立入調査資料
施　設　　運　営

	施　　設　　名
	施　設　類　型
	定　員

	
	
	人


愛知県 健康福祉部 高齢福祉課
	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	1.　基 本 的 事 項

(1) 入居状況は、安定的かつ継続的な事業運営をしうる程度になっているか

定　　員

①

人

入 居 者 数

②

人

居　室　数

③

室

入 居 室 数

④

室

入　居　率

②／①

%

入 居 室 率

④／③

%

(2) (社)全国有料老人ホーム協会に加入しているか

(3) (社)全国有料老人ホーム協会の有料老人ホーム入居者基金へ加入しているか

2. 設 置 主 体

(1) 経営主体は法人となっているか

(2) 事業を確実に遂行できる経営基盤となっているか

(3) 社会的信用の得られる経営主体であるか

（社会的信用が得られていないと考えられる例は①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律にいう風俗関連営業、②高利の融資事業、③①及び②の事業に不動産を貸し付ける等の便宜を供与する事業を他業としている場合などである。）

(4) 少数の個人株主等による独断専行的な経営が行われていないか

(5) 他業を営んでいる場合は、財務内容が適正であるか



(6) 役員等の中に有料老人ホーム運営について知識、経験を有するものがいるか





	い　る ・ いない
い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない
	



	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(7) 介護付有料老人ホームの場合、役員等の中に高齢者の介護について知識・経験を有するものがいるか


3. 立 地 条 件
(1) 交通・環境等の立地条件が整っているか

(2) 連携協力している医療機関へは標準的な交通手段を利用として20分以内で行けるか

(3) 住宅地から遠距離ではないか

(4) 外出するのに不便な地域ではないか

(5) 土地・建物について、有料老人ホーム事業以外の目的による抵当権等が設定されていないか

(6) 土地の所有者は適切な事業者（個人）であるか

所有者：

(7) 建物の所有者は適切な事業者（個人）であるか

所有者：

(8) 借地・借家の契約関係が複数となっている場合、実質的には二社間の契約関係と同一視できるような契約関係となっているか
(9) 定期借地・借家契約の場合、入居者との入居契約期間が借地借家契約期間を超えていないか

(10) (9)の時、入居契約の際その旨十分に説明しているか

（重要事項説明書・契約書に明示してあるか）
(11) 借地の場合

(1) 有料老人ホーム事業のための借地と契約上明記されているか
	い　る ・ いない

い　る ・ いない

行ける・行けない

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない
	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(2) 地主は有料老人ホーム事業の継続について協力する旨を契約に明記しているか

(3) 建物の登記をするなど法律上の対抗要件を具備しているか

(4) 入居契約期間の定めがない場合、当初契約の契約期間は30年以上であるか

(5) (エ)の場合、自動更新条項が契約に入っているか

(6) 無断譲渡・無断転貸の禁止条項が契約に入っているか

(7) 増改築の禁止特約がないか。又は、増改築について当事者が協議し地主は特段の事情がない限り増改築につき承諾する旨の条項が契約に入っているか

(8) 賃料改定の方法が長期に渡り定まっているか

(9) 土地の所有者が変更されても契約が新たな所有者に継承される旨の条項が契約に入っているか

(10) 借地人に著しく不利な契約条件が定められていないか

(12) 借家の場合

(1) 有料老人ホーム事業のための借家と契約上明記されているか

(2) 家主は有料老人ホーム事業の継続について協力する旨を契約に明記しているか

(3) 入居契約期間の定めがない場合、当初契約の契約期間は20年以上であるか

(4) (ウ)の場合、自動更新条項が契約に入っているか

(5) 無断譲渡、無断転貸の禁止条項が契約に入っているか

(6) 賃料改定の方法が長期に渡り定まっているか

(7) 建物の所有者が変更されても契約が新たな所有者に継承される旨の条項が契約に入っているか

(8) 借家人に著しく不利な条件が定められているか
	い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない
	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(9) 入居者との入居契約期間の定めがない場合、建物の優先買取権が契約に定められているか

4. 規 模 及 び 構 造 設 備

(1) 建物は、建築基準法に規定する耐火建築物又は準耐火建築物となっているか

(2) 避難設備、消火設備、その他地震・火災・ガス漏れ等の防止や事故、災害の際の設備が設けられているか

(3) 介護付有料老人ホームまたは住宅型有料老人ホームにあってはスプリンクラーが設置されているか

(4) 緊急通報装置を設置する等、入居者の急病等緊急時に対応できるよう備えているか

(5) 日照、採光、換気等利用者の保健衛生について十分配慮されているか

(6) 入居者の身体機能の低下や障害が生じた場合にも対応できる施設になっているか

(7) 必要な設備が設けられているか（○か×で記入）

(8) 居室及び一時介護室は個室となっているか

(9) 居室及び一時介護室は1人当たりの床面積が13㎡以上となっているか

床面積（最小値）：　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

(10) 居室及び一時介護室は建築基準法第30条に規定する界壁により区分されているか
	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない


	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(11) 医務室がある場合、医療法施行規則第16条に規定する診療所の構造設備の基準に適合しているか

(12) 要介護者が使用する浴室は、身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっているか

(13) 要介護者が使用する便所は、居室内又は居室のある階毎に居室に近接して設けられているか

(14) 介護居室のある区域の廊下の幅は、中廊下で2.7m以上（介護居室の面積が壁芯方法で18㎡以上かつトイレ・洗面設備等がある場合は1.8m以上）、片廊下は1.8m以上（同、1.4m以上）となっているか

中廊下幅（最小値）：　　　　　　　　　　　　m

片廊下幅（最小値）：　　　　　　　　　　　　m

＊　中廊下とは、廊下の両側に居室等入居者の日常生活に直接使用する設備のある廊下をいう

5. 職 員 の 配 置 等
(1) 必要な職員が確保されているか

(2) 夜間の介護、緊急時に対応できる数の職員が配置されているか

夜間介護職員数　　常勤：　　　名　、非常勤：　　　名

夜間宿直等その他職員数：　　　　　名

(3) 直接処遇職員（介護職員・看護職員）が介護サービスを安定して提供できる職員体制となっているか

(4) 職員採用時に、高齢者の心身の特性、実施するサービスのあり方及び内容、介護に関する知識及び技術、作業手順等についての研修を行っているか

(5) (4)の内容について採用後、定期的に研修を行っているか

(6) 職員採用時に、健康診断を実施又は健康診断書の徴収をしているか

(7) 職員の健康診断は、年1回（夜間介護をする職員にあっては6月以内に1回）以上行っているか

(8) (6)及び(7)の結果等に基づき、職員の疾病の早期発見及び健康状態を把握し就業中の衛生管理について十分な点検を行っているか
	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない


	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	6. 施 設 の 管 理 ・ 運 営
(1) 入居者の定員、利用料、サービス内容及びその費用負担、介護を行う基準、医療を要する場合の対応など明示した管理規程等を作成しているか

(2) 入居者及びその身元引受人等の氏名及び連絡先を明らかにした名簿を設けているか

(3) 入居者の状況に関する帳簿を整備しているか

(4) 設備、職員及び会計に関する帳簿を整備しているか

(5) 費用の受領、提供したサービスの内容及びサービスに係る苦情に関する帳簿を作成し、保存しているか

(6) 防火管理者を選任、消防計画を策定し、それを所轄消防署へ届け出ているか（職員及び入居者が30人以上の施設）

(7) 定期的な避難訓練等を実施しているか

直 近 実 施 日　　総合訓練：　　　年　　　月　　　日

夜間想定：　　　年　　　月　　　日

(8) 入居者の安否確認は、入居者の意向、意見等を尊重したものとなっているか

(9) 協力医療機関を定めているか




(10) 当該協力医療機関との協力内容、当該協力医療機関の診療科目等について、入居者に周知しているか

(11) 当該協力医療機関との協力内容に、医師の訪問による健康相談、健康診断が含まれているか


	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない


	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(12) (11)が含まれていない場合、嘱託医が確保されているか




(13) 協力歯科医療機関を定めているか



(14) 施設長、職員及び入居者代表により組織された運営懇談会が設置されているか

構　成　員　：

直 近 開 催 日：　　　月　　　日 、 　　月　　　日

議　事　録　：　有　・　無

(15) 入居者のうち要介護者等については、その身元引受人等に対し、運営懇談会への出席を呼びかけているか

(16) 運営懇談会の構成員に、第三者的立場にあるもの（学識経験者、民生委員等）を加えているか

(17) 運営懇談会において、入居者の状況、サービス提供の状況及び管理費、食費の収支等の内容等を定期的に報告しているか

(18) 運営懇談会を通じて、入居者の要望・意見が運営に反映するようにしているか

7. サ ー ビ ス
(1) 高齢者に適した食事になっているか

(2) 栄養士により献立が作成されているか
作成者：


	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない
	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(3) 入居者の状態に応じて食事を提供しているか

食　堂：　　　　　名　　　　居　室：　　　　名

その他（　　　　　　）：　　　　名

(4) 入居者の入居時に、心身の健康状態等について調査を行っているか

(5) 入居者の各種の相談に応ずるとともに、適切な助言等を行っているか

(6) 入居時及び１年に2回以上健康診断を実施又は受ける機会を提供しているか

直 近 開 催 日：　　　月　　　日 、 　　月　　　日

エックス線撮影　又は　喀痰検査：　　有　・　無

(7) 健康診断及び健康保持のための措置の記録を適切に保存しているか

(8) 入居者が医療機関での治療が必要な場合、適切な治療が受けられるよう医療機関への連絡、紹介、受診手続き、通院介助等の協力に努めているか

(9) ホームが行うべき介護サービスを老人保健施設、病院又は特別養護老人ホームに行わせていないか

(10) 契約内容に基づき、入居者の自立を支援するという観点に立って処遇を行っているか

(11) 介護記録を作成し、保管するとともに、主治医との連携を十分図っているか

(12) 身体的拘束等は行っていないか
(13) 身体的拘束等を行った場合、態様・時間・利用者の心身の状況・緊急やむをえなかった理由が記録されているか

(14) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図っているか
(15) 身体的拘束等の適正化のための指針が整備されているか
	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない
い　る ・ いない
	

	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(16) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修が定期的に行われているか
(17) 介護付有料老人ホームの場合、入居者の身体的、精神的条件に応じた機能訓練等を実施しているか
(18) 入居者の要望を考慮した、運動・娯楽等のレクリエーションを実施しているか

(19) 要介護者等の生活及び健康の状況並びにサービスの提供状況を身元引受人等へ定期的に報告しているか

(20) 入居者の金銭等を管理している場合、その依頼又は承諾を書面で確認するとともに、金銭等の具体的な管理方法、本人又は身元引受人等への定期的報告等を管理規程等で定めているか

全部管理：　　　　　名　、一部管理：　　　　　名

(21) 常に入居者の家族との連携を図っているか

(22) 入居者とその家族との交流等の機会を確保しているか

(23) 入居者の外出の機会を確保しているか

8. 事 業 収 支 計 画
(1) 最低30年以上の長期的な資金収支計画及び損益計画を策定しているか

(2) (1)の計画を少なくとも3年毎に見直しているか

(3) 借入金返済計画は、無理のない実効性のあるものとなっているか

(4) (1)の計画を策定するに当たって、人件費、物件費等の変動や建物の修繕費等を適切に見込んで策定しているか

(5) 一時金の償却年数は、平均余命等を勘案した想定居住期間としているか

(6) 常に適正な資金残高があるか

(7) 有料老人ホームについての経理・会計を他の事業の経理会計と明確に区分しているか

	い　る ・ いない
い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない


	

	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(8) 有料老人ホームの会計を他の事業に流用していないか
9. 利 用 料 等
(1) 家賃相当額

(1) ホームの整備に要した費用、修繕費、管理事務費、地代に相当する額等を基礎として合理的に算定したものであるか
(2) 近傍同種の住宅の家賃から算定される額を大幅に上回るものではないか

(3) 月払い方式の場合で家賃相当額に関する保証金を受領する場合には、その額は6ヶ月分を超えていないか

(4) 前払い方式の場合、受領する前払金が権利金等に該当していないことを契約書等に明示してあるか

(5) 前払い方式の場合、算定方式を書面で明示するとともに、適切な保全措置を講じているか

算定方式：

(6) 想定期間を超えて契約が継続する場合に備えて受領する額については、具体的な根拠が示されているか
(7) 前払い方式の場合、返還される額について契約書等に明示してあるか
(8) 前払金の返還は確実に行われているか
(9) 入居契約において、入居者の契約解除の申し出から実際の契約解除までの期間として予告期間を設定し、一時金の返還義務が定められている期間（３ヶ月）を事実上短縮することによって、入居者の利益を不当に害していないか
(2) 介護費用（介護保険対象外費用）

(1) 都度払い方式又は月払い方式の場合、提供するサービスの内容に応じた人件費、材料費等を勘案した適切な額となっているか

(2) 前払い方式の場合、平均余命等を勘案した想定居住期間、開設後の経過年数に応じたよう介護発生率、介護必要期間、職員配置等を勘案した合理的な積算となっているか
	い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない
い　る ・ いない

い　る ・ いない


	

	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	（3） 前払い方式の場合、受領する前払金が権利金等に該当していないことを契約書等に明示してあるか
（4） 前払い方式の場合、算定方式を書面で明示するとともに、適切な保全措置を講じているか
算定方式：
（5） 前払い方式の場合、返還される額について契約書等に明示してあるか
（6） 介護保険の利用者負担分を前払金として受け取っていないか
（7） 介護付有料老人ホームにおいて、手厚い職員体制又は個別的な選択による介護サービスとして介護保険外に別途受領している場合、「特定施設入居者生活介護事業者が受領する介護保険の給付対象外の介護サービス費用について」の規定に沿ったものになっているか

(3) 食費、管理費等

(1) 入居者に対するサービスに必要な費用の額を基礎とする適切な額であるか

(2) 多額の前払金により毎月の支払が一切ない終身保障契約になってはいないか

(3) 前払金を徴収する場合、一定期間内に死亡又は退去したとき、入居月数に応じ返還しているか

算定方式：

(4) 前払い方式の場合、返還金対象とならない部分の割合が適切であるか（短期間での解約の場合は必要な費用を除き全額返還しているか、また当該費用について契約書に明示しているか）

10. 契 約 内 容 等
(1) 契約に際して、契約手続き、利用料の支払方法等について、事前に、十分説明しているか


	あ　る ・ な　い
い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない
あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない


	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(2) 入居契約時に、特定施設入居者生活介護の提供に関する契約について十分に説明しているか(特定施設入居者生活介護事業者)
(3) 前払金の内金は、前払金の20%以内となっているか
(4) 前払金の徴収は、入居日前の合理的期日以降となっているか

(5) 入居開始可能日前の契約解除の場合、既受領金の全額を返還しているか

(6) 入居契約書に、有料老人ホームの類型、利用料等の費用負担の額及びこれによって提供されるサービス等の内容、入居開始可能日、身元引受人の権利・義務、契約当事者の追加、契約解除の要件及びその場合の対応、前払金の返還金の有無、返還金の算定方式及びその支払い時期等が明示されているか

(7) 介護サービス等が提供される場所、介護サービスの内容、頻度及び費用負担等が入居契約書又は管理規程等に明示されているか

(8) 利用料等の改定のルールが入居契約書又は管理規程等に明示されているか

(9) 利用料等を改定する場合、その根拠を入居者に十分説明しているか

(10) 設置者が契約解除できる条件は、信頼関係を著しく害する場合に限定するなど入居者の権利を不当に狭めないものとなっているか

(11) 入居者、設置者双方の契約解約条項が入居契約書上定められているか

(12) 入居者を一時介護室で処遇する場合は、医師の意見を聴いて、本人の意思を確認するとともに身元引受人等の意見を聴いて行っているか
(13) (12)について、入居契約書又は管理規程に定められているか


	い　る ・ いない

い　る ・ いない
い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない


	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(14) 入居者が要介護状態になったことにより介護居室又は提携ホームに移し、もしくは契約を解除する場合、医師の意見を聴いて本人又は身元引受人等の同意を得、一定の観察期間を設けて行っているか

(15) (14)の場合、家賃相当額の差額が考慮されているか

(16) (14)について、入居契約書又は管理規程等に定められているか
(17) 入居相談があったとき、又は求めに応じて重要事項説明書を交付しているか

(18) 入居希望者に対して、契約締結前に十分な時間的余裕を持って重要事項説明書について十分な説明を行っているか

(19) (17)の際、説明を行ったもの及び説明を受けたものが署名をしているか

(20) パンフレット、募集広告等に有料老人ホームの類型が明示されているか

(21) パンフレット、募集広告等の記載内容は、実態と乖離していないか

(22) 事業開始にあたってあらかじめ届出を行っていない場合や、愛知県有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく指導を受けている場合は、重要事項説明書にその旨を記載するとともに、入居契約時に入居者に対して説明をしているか

(23) 体験入居の制度があるか

(24) 苦情解決の窓口を設置しているか

苦情解決責任者：

苦情受付責任者：

(25) 外部の苦情処理機関について入居者に周知しているか

(26) 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析を通した改善策について、職員に周知徹底を図る体制があるか


	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない
い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い


	


	施　　設　　処　　遇
	自 主 点 検 欄
	摘　　要

	(27) (26)の方法や事故が発生した場合の対応等が記載された事故発生防止のための指針が整備されているか
(28) 事故発生防止のための委員会が定期的に行われているか

(29) 事故発生防止のための職員に対する研修が定期的に行われているか

(30) 入居者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生したことがあるか
(31) (30)の場合、速やかに損害賠償を行ったか
(32) (30)の場合、市町村、家族に速やかに連絡したか

11. 情 報 開 示
(1) 重要事項説明書、契約書、管理規程等は求めがあれば交付しているか

(2) 貸借対照表、損益計算書を入居者及び入居希望者に閲覧できるようにしているか

(3) 貸借対照表、損益計算書を入居者の求めに応じて交付しているか

(4) 介護にかかわる職員体制がパンフレット等の表示と実態が乖離していないか

(5) (4)を自ら検証し、入居者等に対して算定方法及び算定結果について説明しているか

12. そ　の　他
(1) 給食業務従事者に、月1回以上検便を受けさせているか

(2) 給食業務は「食品衛生にかかる営業の基準に関する条例」（平成12年3月28日愛知県条例第10号）の基準により管理されているか

	い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

あ　る ・ な　い
し　た ・ しない

し　た ・ しない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない

い　る ・ いない


	


	Ⅰ　入居者の状況　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日現在

(1) 男女別・年齢別

60歳未満

70歳未満

80歳未満

90歳未満

100歳未満

100歳以上

男

女

計

(2) 男女別・要介護度別

自　立

要支援1

要支援2

経過的要介護

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

計

男

女

計

Ⅱ　職員配置状況：別に職種及び常勤・非常勤の区分を明記した職員名簿を提出のこと

職員数 ( )内非常勤
常勤換算数

備　考

施　設　長

老人介護知識、経験の有無： 有・無
生 活 相 談 員

直接処遇職員

介護職員

看護職員

看護士　　 名、准看護士 　　名

機能訓練指導員

計画作成担当者

栄　養　士

調　理　員

事　務　員

そ の 他 職 員


	

	Ⅲ　諸帳簿

1. 前払金、利用料その他の入居者が負担する費用の受領の記録

2. 入居者に供与した介護、食事の提供及びその他の日常生活上

必要な便宜（以下「日常生活上の便宜」という。）の内容

3. 緊急やむを得ず入居者に身体的拘束等を行った場合は、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

4. 入居者に供与した日常生活上の便宜に係る入居者及びその家族からの苦情の内容

5. 日常生活上の便宜の供与により入居者に事故が発生した場合は、その状況及び事故に際して採った処置の内容

6. 日常生活上の便宜の供与を委託により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該事業者の名称、所在地、委託に係る契約事項及び業務の実施状況

一から六の帳簿を作成日から2年以上保存しているか
（＊ただし、一に関しては、入居者が入居中は保存しておくこと）


	あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

あ　る ・ な　い

い　る ・ な　い
	


他　　業　　　　　前期損益　　　　　他　　業　　　　　前期損益





職　　名　　　　　氏　　　名　　　　　　知　識　経　験　内　容　　





職　　名　　　　　氏　　　名　　　　　　知　識　経　験　内　容　　





最寄りの主要交通機関への行き方








設　　備　　　　　 有･無 　　　　　 設　　備　　　　　 有･無


居室　　　　　　　　　　　　　　　　事　務　室


一時介護室　　　　　　　　　　　　　看護・介護職員室


食　堂（厨房）　　　　　　　　　　　宿　直　室


便　所　　　　　　　　　　　　　　　医 務 室　又は　健康管理室


洗面設備　　　　　　　　　　　　　　洗　濯　室


浴　室　　　　　　　　　　　　　　　汚物処理室


特別浴室　　　　　　　　　　　　　　外来者宿泊室


機能訓練室　　　　　　　　　　　　　エレベーター


談 話 室　又は　応 接 室　　　　　　　健康・生きがい施設





協力医療機関名








協力内容








診療科目





契　約　料





嘱託医氏名





診療科目





勤務時間


報　酬





協力医療機関名








協力内容





契　約　料
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